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研究成果の概要（和文）：本研究では生態系サービスの支払政策により実施された森林整備の効果を種々のモデ
ルで推定した。これにより推定された効果を支払者に提示して、各種生態系サービスに対するニーズを調査する
手法を開発した。この手法を用いて長崎県大村市郡川流域において調査を実施した。政策実態に即した支払者の
ニーズ表明が行われた前提で、以下の政策改善に資する知見を得られた。自治体が森林環境税の評価のために実
施してきた調査結果に比して、支払者の政策に対する支持度をより明確に把握できるようになると考えられる。
自らの生態系サービスニーズを満たすための多様な政策参加の方法のうち、どの参加方法に対して参加意欲が高
いかが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we estimated the effects of forest maintenance implemented 
under ecosystem service payment policies using various models. We developed a method to present the 
estimated effects to payers and investigate their needs for various ecosystem services. Using this 
method, we conducted a survey in the Korikawa basin of Omura City, Nagasaki Prefecture. On the 
premise that payers' needs were expressed in accordance with the actual policy situation, the 
following knowledge contributing to policy improvement was obtained. Compared to the results of 
surveys that local governments have conducted to evaluate forest and environmental taxes, it is 
believed that this will enable a clearer understanding of payers' support for the policy. It became 
clear which of the various ways to participate in policy to meet one's own ecosystem service needs 
has the highest motivation to participate.

研究分野： 環境共生学

キーワード： 森林環境税

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これらの一連の研究および得られた知見から、森林生態系サービス支払政策が、様々なレベルで実施されている
我が国において、政策効果が評価され、支払者や納税者である受益者のニーズを踏まえた形での、参画を伴う実
質的な生態系サービス支払政策の改善に貢献することが期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 国土の約 65％を占める森林からは多様な恵み(生態系サービス: ES Ecosystem Services)が供給
され、我々は深く依存している。しかし、国土の森林の約 60％を占める私有林では木材価格の
低迷により私費での森林整備が継続できず、これらの ES のニーズが充足されにくくなってい
る。このため、森林 ES を維持する目的で ES の受益者が供給者にお金を支払うという、森林生
態系サービスへの支払(PES: Payments for Ecosystem Services)政策が導入されてきた。我が国
の森林 PES の問題は 2 点ある。政策効果が十分に評価されていない点と、ES の受益者かつ支
払者に対するニーズ調査の結果が政策改善に結びついていない点である。制度更新時は、多数の
県が、税収投資の効果を実績値(即ち間伐した面積)のみで評価し、政策効果の中心である支払者
の ES 受益量を提示しない形で ES ニーズや政策支持度を調査している。このため、支払者は税
収投資による森林 ES の受益量変化が目に見えず、政策目的の達成度が分からない。政策実施者
は税収を投資すべき森林位置や使途に関する科学的な情報が得られない。このような実質的な
「受益者不在」の状態では、制度批判やそれに伴う制度の廃止が生じる懸念が常に生じることに
なる。これらの問題は、比較的小規模な流域スケールで ES の供給地と受益地の対応関係を示す
科学的モデルが未発達なために生じる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、実施中の森林 PES 政策の効果を評価し、それを明示した ES ニーズ調査を実施する
ことで、政策支持度や政策参画意図を調査する。 
 上記の問いに応えるため、以下の 2 課題を設定し、既に森林 PES の政策決定(制度継続可否の
判断)に活用されている ES ニーズ調査手法を改良し、その結果を政策改善に結び付けることを
目指す。 
 課題１：森林状態を組み込んだモデル構築と受益量推定：これまでのモデルに森林整備により
変化する変数を組み込み多様な ES の受益量推定モデルを構築する。 
 課題２：政策効果を提示したニーズ調査による政策支持度・参画意図の調査：課題１の成果を
受益者に提示し、支払金額を踏まえた ES ニーズの充足程度を明らかにする。さらに政策効果定
量的提示の有無で PES 政策の支持や参画意図が異なるかを解明する。 
 
３．研究の方法 
対象地 
 研究の対象地は長崎県大村市に位置する二級河川の郡川流域とした。また、居住者の意識調査
を行う際は、下流地域にある竹松町、中流地域に位置する宮代町、上流地域に位置する黒木町を
対象とした。 
 
木材生産、二酸化炭素吸収、水に関する生態系サービス統合評価モデル 
 各生態系サービスを統合的に評価するモデルを構築する．間伐，皆伐，枝打ち，樹種転換など
の森林管理，風雪外等による倒木や生長による林相（森林の状態）の変化を①森林生長モデルを
用いてシミュレーションする．森林生長モデルから得られた樹高，立木密度，胸高直径等の森林
構造因子の変化をもとに，②木材供給能評価モデル，③炭素吸収評価モデル，④水文モデルの各
ES 評価モデルにより，森林維持管理施策に対する総合的な生態系サービスの変化を統合的に評
価する． 
 ①森生長モデルでは，林業分野で用いられる林分収穫表で用いられる推定式を用いて樹高，胸
高直径，材積の増加や，枯死による本数減少を推定する．モデルパラメータは，既存文献や調査
データから新たに計算した．胸高断面積，生枝下断面積から葉乾重量を推定するアロメトリー式，
葉乾重量から葉面積を推定するアロメトリー式等を新たに作成し，様々な ES 評価に用いられる
LAI(leaf area index)等を推定する 
 ②木材供給評価モデルでは，森林生長モデルから出力される幹材積を木材供給量として用いる． 
 ③炭素吸収評価モデルでは，日本国温室効果ガスインベントリ報告書に記載されている手法を
用いて樹種毎に炭素蓄積量を計算する．森林生長モデルから出力される幹材積をもとに，枝葉と
根系部分の質量と樹種別の容積密度，炭素含有率を用いて森林の炭素蓄積量を評価する． 
 ④水文モデルでは，年水収支を評価できる精度で蒸発散量と遮断蒸発量を推定する．蒸発散量
は可能蒸発散量と LAI を利用する可能蒸発散量/実蒸発散量比を用いて計算する．遮断蒸発量は
LAI，SAI(stem area index)を係数として取り入れた微気象学的モデルを用いて計算する． 
 
森林の遠景景観の受益量に関する調査 
 評価対象の山林景観は各地域の代表地点からの山林景観とするため、各町の主要眺望点（公園、
小学校前、公民館前）から見る遠景とした。本研究では、遠景は視点場から 1.5km 以上離れる
様に設定した。評価対象とした遠景の落葉広葉樹率は、国有林内の全ての針葉樹人工林の落葉広



葉樹林化の施策前後でそれぞれ、黒木町 1.8%、宮代町 0.1%、竹松町 0.3%増加した。 
 住民による景観評価は、質問紙調査として、配布は 2023 年 8 月最終週にシルバー人材センタ
ーに委嘱して全戸のポスティングを行った。回収は 2023 年 9 月 15 日を締切としてアンケート
に同封した封筒による郵送によって回収した。各町の全人口に対する有効回答の回収率はそれ
ぞれ、黒木町 202 名・36.1%、宮代町 390 名・24.9%、竹松町 1032 名・9.4%だった。質問紙調
査においては、各地域の山林景観を示した上で、20 項目の SD（Semantic differential）法を用
いた。また、景観評価に及ぼす影響を分析するため、個人属性として、現在の生活の満足度、日
常的な文化的サービスの受益度、過去の自然景観の状況などを尋ねた。 
 SD 法の結果は、3 地域間を比較した場合、落葉広葉樹林化率が最も高い上流域の黒木町の遠
景の評価おいて、施策後（落葉広葉樹林化後）の評価が高かった。世代別には、10 代、20-50 代
の評価が高く、また、施策前と施策後の評価差が大きかった。反対に、施策前後で景観内の落葉
広葉樹林面積割合の変化が 0.1%と少ない中流域の宮代町の遠景の評価は差が認められなかった。
これらのことから、人工林の落葉広葉樹林化率が上がることにより、遠景景観の受益量が増加す
ることが示唆された。これらの結果より、アンケート実施時には、SD 法における一部の変数を
得点化して提示することとした。 
 
生物多様性の推定モデル 
植生タイプ別の鳥類の種ごとの個体数を推定する評価モデルを構築した．繁殖のためには雌

雄 1 羽ずつの 2 羽以上が生息できる森林域が必要である．また孤立した森林間を移動すること
が可能かどうかも重要である．本モデルでは流域を小領域で分割し，小領域ごとに森林種別，鳥
類種別の個体数を算出した．次に小領域間に森林以外の土地被覆（ギャップ）が存在する場合，
鳥類種ごとにそのギャップを移動できるかどうか判別し，移動可能な場合は 1 つの生息域（パ
ッチ）として取り扱う．パッチ毎に個体数を算出し，個体数が 2 未満の場合は繁殖できないとし
て除外する．以上の手順で鳥類種ごとの個体数を算出した。 
 
ニーズ把握、政策支持度、政策参加希望度に関する意識調査 
 上記のモデルから、2010 年および 2020 年時点の森林状態について各種生態系サービスの受
益料を推定した。変化を定量的な値で示したアンケートと変化を定性的（増加した等）に示した
のみのアンケートの2種類を上記の各町で半数ずつ配布して実施した。2023年9月に実施した。
有効回答数は、251 名であった。 
 配布はポスト投函により行い、返信は郵便で行った。また同時にネットでの回答も可能とした。 
 アンケート内では、各生態系サービスのニーズ充足度、過去 10 年間での変化に対する満足度、 
そして、現在実施中の森林管理政策に対する賛否と支払っても良いと思う金額、各種の政策参加
の選択肢に対する参加希望度を中心に尋ねた。 
 
４．研究成果 
 
 生態系サービスの推定値を示した場合と示さなかった場合の有意な差異（森林整備政策への
賛否、支払い金額の妥当性）は見られなかった。少なくとも、政策実施効果として、過去から現
在までの変化を定性的にでも提示することが重要と考えられる。 
調査を実施した長崎県で、県が令和 3 年 2 月に実施した森林環境税継続の可否問う意識調査に
おいては、継続の可否や支払い金額 500 円の妥当性を尋ねている。これらの回答と、本調査の
回答を比較すると、どちらでもない、や、妥当な額、といった中立的な回答が大幅に減少してい
た。これらを踏まえると、森林整備の効果を定性的・定量的に示した方が、政策賛否や妥当性に
ついて、より明確な意見を表明してもらえるようになると考えられる。また、流域の位置による
比較では、大村市における森林整備政策に対する支払意思額のみ下流地域で有意に安い結果と
なった。これは下流地域は、森林から離れており、受益を実感し辛いことが要因と考えられる。 
生態系サービスのニーズは、各地域で大きな差異は見られなかった。評価した 6 つのサービス

を相対的にみると、生物多様性保全（様々な生物の生息場所を提供する）は、最も現状のニーズ
が高く、10 年間変化について満足していない傾向であった。現状ニーズが最も満たされている
のは、洪水回避であった。10 年間変化の満足度は、木材供給（上中流）、気候変動緩和（下流）
が高く下流域は上中流とやや異なる 10 年間の生態系サービスへの変化の満足度を有している可
能性があった。 
政策参加に対する意識は、「森林組合へのお願い」、「行政へのお願い」が、参加希望度が高か

った。次に、寄付への参加希望度が高かった。「町内会へのお願い」、「パブリックコメント」は、
参加希望度が低かった。パブリックコメントいった間接的な参加形態や、比較的身近な主体への
働きかけといった直接性や実現可能性が低いと見られる形態の参加希望度が低かったことから、
ニーズ表明とそれを達成するための手段への意欲の増加があったと考えられる。参加希望度が
高い形態については積極的にすすめるなどの方法が取られることが望ましい。 
 以上をまとめると、政策実態に即した支払者のニーズ表明が行われた前提で、以下のような政
策改善に資する知見を得られた。自治体が森林環境税の評価のために実施してきた調査結果に
比して、支払者の政策に対する支持度をより明確に把握できるようになると考えられる。自らの
生態系サービスニーズを満たすための多様な政策参加の方法のうち、どの参加方法に対して参



加意欲が高いかが明らかとなった。 
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